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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1）連結経営指標等          

売上高（百万円） 15,186 15,611 17,576 19,954 21,917 

経常利益（百万円） 890 1,162 2,150 2,806 3,283 

当期純利益（百万円） 279 501 1,055 1,435 1,805 

純資産額（百万円） 10,899 11,100 11,836 13,012 14,914 

総資産額（百万円） 23,026 24,507 23,943 27,357 33,673 

１株当たり純資産額（円） 884.02 899.62 958.38 1,056.14 1,161.32 

１株当たり当期純利益（円） 20.58 37.93 81.85 114.93 146.83 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 47.3 45.3 49.4 47.6 42.4 

自己資本利益率（％） 2.6 4.6 9.2 11.6 13.2 

株価収益率（倍） 73.1 47.5 29.3 51.2 26.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
3,513 1,869 3,120 3,030 3,535 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△2,251 △3,075 △1,257 △3,608 △6,115 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△968 1,362 △2,140 530 2,530 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
702 860 652 946 901 

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数)

（人） 

372 

(8) 

374 

(12) 

422 

(13) 

589 

(26) 

611 

(44) 

(2）提出会社の経営指標等          

売上高（百万円） 13,191 13,338 14,544 15,940 17,788 

経常利益（百万円） 879 1,255 2,018 2,260 2,429 

当期純利益（百万円） 352 643 1,064 1,217 1,237 

資本金（百万円） 3,180 3,180 3,180 3,180 3,180 

発行済株式総数（千株） 12,300 12,300 12,300 12,300 12,300 

純資産額（百万円） 11,048 11,471 12,209 13,109 13,768 

総資産額（百万円） 18,924 18,045 17,683 17,682 23,295 

 



 （注）１．売上高および連結売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．第64期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益および連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していません。 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

１株当たり純資産額（円） 897.07 931.01 990.44 1,065.79 1,119.43 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額)

（円） 

20.00 

(10.00) 

23.00 

(10.00) 

27.00 

(12.00) 

30.00 

(13.00) 

33.00 

(14.00) 

１株当たり当期純利益（円） 27.45 50.70 84.36 99.02 100.64 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 58.4 63.6 69.0 74.1 59.1 

自己資本利益率（％） 3.2 5.7 9.0 9.6 9.2 

株価収益率（倍） 54.8 35.5 28.4 59.4 38.2 

配当性向（％） 72.9 45.4 32.0 30.3 32.8 

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数)

（人） 

188 

(2) 

175 

(5) 

175 

(6) 

174 

(9) 

171 

(15) 



２【沿革】 

 大正５年大阪府堺市において、橋本治三郎が橋本升高堂製薬所を個人創業し、硫酸塩を製造しました。 

 その後、事業を継承する形で、当社の前身となる合名会社橋本製薬所を昭和９年に設立しました。 

年月 沿革 

昭和19年２月 合名会社橋本製薬所の事業を継承するため、資本金40万円で橋本化成工業株式会社(大阪府堺市

少林寺町西四丁24番地)設立。 

昭和20年11月 少林寺工場(大阪府堺市)で硫酸銅の生産再開。 

昭和31年12月 三宝工場(大阪府堺市)を再開。フッ化水素酸設備を増設。 

昭和36年４月 三宝工場にフッ化水素酸、フッ化アルミニウム、その他フッ化物設備を増設。 

昭和38年７月 三フッ化ホウ素ガスの国産企業化に成功。 

昭和45年７月 大阪府より泉北４区臨海工業地24,838㎡の譲渡を受け、泉工場(大阪府泉大津市)を設置。 

昭和46年２月 三宝工場に乾式フッ化アルミニウム製造設備完成。 

昭和48年５月 少林寺工場設備を泉工場に移設統合。 

昭和59年９月 三宝工場内に、半導体用高純度フッ化水素酸クリーンプラント(ＰＡＳ－Ⅰ)完成。 

昭和62年４月 研究開発用高純度フッ化物クリーンプラント完成。 

平成２年７月 本社を大阪市西区西本町二丁目３番６号に移転。 

社名を橋本化成株式会社に変更、マーク・ロゴも変更。 

平成２年10月 三宝工場内に、半導体用超高純度フッ化水素酸クリーンプラント(ＰＡＳ－Ⅱ)完成。 

平成３年６月 運輸部門を分離独立し、100％子会社ブルーエキスプレス株式会社を設立。 

平成４年３月 アルミニウム合金製造停止。 

平成５年10月 100％子会社ブループランニング株式会社を設立。損害保険代理業を開始。 

平成６年11月 韓国に合弁会社フェクト株式会社を設立(出資比率39％)。 

平成８年11月 泉工場内に、六フッ化リン酸リチウムの新プラント工場を完成。 

平成９年３月 三宝工場内に、新事務棟・研究所を完成。 

平成９年７月 社名を橋本化成株式会社よりステラケミファ株式会社に変更。 

平成10年８月 三宝工場内に、フィルタープレス設備完成。 

平成10年10月 泉工場内に、フッ化カリウムの新プラント工場(２号機)を完成。 

平成11年４月 三宝工場内に、半導体用超高純度フッ化水素酸クリーンプラント(ＰＡＳ－Ⅲ)完成。 

平成11年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場。 

平成12年７月 自動車整備業の高石興生自動車株式会社に資本参加し、100％子会社(間接)とする。 

平成12年10月 東京証券取引所市場第一部および大阪証券取引所市場第一部に上場。 

平成13年１月 シンガポールに100％子会社STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD を設立。 

平成13年４月 高石興生自動車株式会社とブループランニング株式会社が合併し、ブルーオートトラスト株式会

社となる。 

平成14年10月 ブルーエキスプレス株式会社がシンガポールに100％子会社STELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE  

LTD を設立。 

平成14年12月 中国に合弁会社浙江瑞星フッ化工業有限公司(当社出資比率55％)を設立。 

平成16年11月 ブルーエキスプレス株式会社が中国に100％子会社星青国際貿易(上海)有限公司を設立。 

平成18年６月 三宝工場隣接地（22,166㎡）を昭和電工株式会社より取得。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社６社および関連会社１社で構成され、高純度薬品の製造、仕入、販売を主な内

容とし、子会社において運輸事業等を行っています。 

 当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりです。 

 また、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更しています。変更の内容については「第５ 経理の

状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりです。 

  

(1)高純度薬品事業 

 フッ化物を中心とする高純度薬品などの製造および販売を行っています。当社製品の用途は、半導体デバイス

の高集積度化を可能にする超高純度エッチング剤や洗浄剤、あるいはシリコンウェハにパターンを焼き付けるス

テッパーのレンズ原料などに使われています。また、ハイブリッド自動車、携帯電話、デジタルカメラ、ビデオ

カメラ、ノート型パソコンなどに使われるリチウムイオン二次電池用の電解質、その他、ステンレスなどの金属

の表面処理剤、フロンガスおよびフッ素樹脂の原料、医薬および農薬などの中間原料などに幅広く使われていま

す。 

（関係会社） 

 STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司、ブルーエキスプレス㈱、星青国際貿

易（上海）有限公司、フェクト㈱ 

(2)運輸事業 

 化学製品に特化した物流事業を中心に、倉庫保管業、通関業などを行っています。 

（関係会社） 

 ブルーエキスプレス㈱、STELLA EXPRESS(SINGAPORE) PTE LTD 

(3)その他事業 

 自動車整備業、保険代理業などを行っています。 

（関係会社） 

 ブルーオートトラスト㈱ 

(4)事業系統図 

      無印 連結子会社 

      ※１ 関連会社で持分法適用会社 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２．ブルーエキスプレス㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTDおよび浙江瑞星フッ化工業有限公司は特定子会

社に該当しています。 

３．上記のうちには、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４．ブルーエキスプレス㈱につきましては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が100分の10を超えています。 

主要な損益情報等   (1)売上高   9,613百万円 

                      (2)経常利益   442百万円 

                      (3)当期純利益  252百万円 

                      (4)純資産額  1,355百万円 

                      (5)総資産額  8,281百万円 

名称 住所 

資本金 

または 

出資金 

主要な 

事業内容 

議決権の 

所有割合 

（％） 

関係内容 

連結子会社   百万円      

ブルーエキスプレス㈱ 堺市堺区 350 

運輸事業 

  

高純度 

薬品事業 

85.48 

当社製品の輸送・保管・通関を行って

います。 

当社は原料を購入しています。 

役員の兼任  ３名 

当社は土地を賃貸しています。 

連結子会社   千Ｓ＄      

STELLA CHEMIFA 

SINGAPORE PTE LTD 

シンガポー

ル共和国 

  

11,700 

高純度 

薬品事業 

  

100 

当社は製品を購入しています。 

役員の兼任  ２名 

同社の金融機関からの借入金に対して

当社は債務保証および当社の資産の一

部を担保に供しています。 

連結子会社   千人民元      

浙江瑞星フッ化工業有限

公司 
中国浙江省 48,510 

高純度 

薬品事業 
55.00 

当社は原料を購入しています。 

役員の兼任  ２名 

連結子会社   百万円      

ブルーオートトラスト㈱ 堺市堺区 20 
その他 

事業 

85.48 

(間接85.48)

当社の各種保険の代理を行っていま

す。 

連結子会社   千Ｓ＄      

STELLA EXPRESS  

(SINGAPORE) PTE LTD 

シンガポー

ル共和国 
200 運輸事業 

85.48 

(間接85.48)
－ 

連結子会社   千人民元      

星青国際貿易（上海） 

有限公司 
中国上海市 1,655 

高純度 

薬品事業 

85.48 

(間接85.48)
当社は原料を購入しています。 

持分法適用関連会社   百万Ｗ      

フェクト㈱ 
韓国忠清南

道公州市 
3,200 

高純度 

薬品事業 
39.00 

当社は製品を販売しています。 

役員の兼任  ２名 



５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

  

（2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。 

（3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、ステラケミファユニオンと称し、昭和38年10月１日に結成されました。平成19年３月31日現

在の組合員数は122人であり、所属上部団体は日本労働組合総連合会です。 

 なお、労使関係については良好です。 

  （平成19年３月31日現在）

区分 高純度薬品事業 運輸事業 その他事業 合計 

従業員数 

（人） 

319 

(33) 

282 

(11) 

10 

(－) 

611 

(44) 

  （平成19年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

171 

(15) 
39.3 16.4 6,154 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の増加や、雇用情勢の改善にともなう堅調な個人消費が

見られ、企業収益も好調に推移するなど、全般的な景気の回復傾向が続きました。一方、海外におきましては、原

油高騰、米国の景気減速や金利上昇懸念等の不安材料はありましたが、中国・東南アジア経済も景気の拡大が続き

ました。 

 このような環境のもと、当社グループは、フッ化物総合メーカーのリーディングカンパニーとして、国内外の情

報通信産業を中心に、顧客のニーズにもとづいた多種多様なフッ化物製品の供給を行うとともに、危険物輸送で培

った独自のノウハウにもとづいた化学品の物流を担う事業展開を行ってきました。 

 当連結会計年度の高純度薬品事業におきましては、主力の半導体・液晶部門および電池部門などの売上高が引き

続き堅調に推移しました。また、運輸事業におきましても事業拠点の拡充等により売上高は順調に推移しました。

 その結果、連結売上高は219億17百万円（前期比9.8％増）となりました。利益面におきましては、連結営業利益

は32億49百万円（同17.2％増）、連結経常利益は32億83百万円（同17.0％増）、連結当期純利益は18億５百万円

（同25.8％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

 なお、当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較にあたっては前連結会計年度分を

変更後の区分に組み替えて行っています。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

①高純度薬品事業 

 高純度薬品事業につきましては、主力の半導体・液晶部門や、電池部門が堅調に推移した結果、売上高は180

億５百万円（前期比8.8％増）、営業利益は27億77百万円（同21.4％増）となりました。なお、主要な部門別の

売上高については下記のとおりです。 

（半導体・液晶部門） 

 半導体・デジタル家電メーカーの積極的な設備投資による生産拡大を背景に、半導体用の高純度フッ化物の

需要が増加しました。その結果、売上高は83億66百万円（前期比10.4％増）となりました。 

（電池部門） 

 リチウムイオン二次電池の国内市場における用途拡大や、中国市場における携帯電話用リチウムイオン二次

電池の需要増加により売上高が増加しました。その結果、売上高は23億２百万円（同24.4％増）となりまし

た。 

（装置関連部門） 

 次世代ステッパーレンズ用高純度フッ化物の需要が増加しました。その結果、売上高は14億75百万円（同

22.5％増）となりました。 

（表面処理部門） 

 酸洗表面処理用のフッ化物は、鉄鋼およびステンレスメーカーからの需要が増加しました。その結果、売上

高は10億98百万円（同14.1％増）となりました。 

②運輸事業 

 運輸事業につきましては、運輸収入、倉庫関連収入などのセグメント別売上高が順調に推移し、売上高68億40

百万円（前期比11.3％増）となりました。営業利益につきましては、積極的な物流拠点の拡大や、原油価格の高

騰等によるコストが増加し、３億83百万円（同14.9％減）となりました。 

③その他事業 

 その他事業につきましては、自動車整備収入および保険代理業収入がいずれも前年度を上回りました。その結

果、売上高は３億６百万円（前期比5.5％増）、営業利益は26百万円（同31.9％増）となりました。 



所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

＜日本＞ 

 国内の会社の売上高は、217億88百万円（前期比10.8％増）となりました。営業利益は、売上高の増加にとも

ない27億70百万円（同2.6％増）となりました。 

＜アジア諸国＞ 

 アジア地域の会社の売上高は、当連結会計年度より星青国際貿易（上海）有限公司が連結会社に含まれたこと

などにより、35億８百万円（前期比69.0％増）となりました。営業利益は、売上高の増加にともない５億26百万

円（同619.0％増）となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて44百万

円減少し、当連結会計年度末は９億１百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は35億35百万円（前期比５億５百万円増加）となりました。これは主に、税金

等調整前当期純利益29億95百万円（同３億87百万円増加）等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は61億15百万円（同25億６百万円支出増加）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出46億51百万円（同10億60百万円増加）、投資有価証券の取得による支出14億31百万

円（14億30百万円支出増加）等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は25億30百万円（同20億円増加）となりました。これは主に、短期借入金によ

る収入（純額）44億51百万円、長期借入金の返済による支出（純額）15億36百万円等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

（注）１．金額は販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３．当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較にあたっては前連結会計年 

  度分を変更後の区分に組み替えて行っています。 

（2）商品仕入実績 

当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

（注）１．金額は仕入価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３．当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較にあたっては前連結会計年 

  度分を変更後の区分に組み替えて行っています。 

（3）受注実績 

主として見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比
（％） 

高純度薬品事業(百万円) 17,374 17,762 102.2

運輸事業(百万円) － － －

その他事業(百万円) － － －

合計(百万円) 17,374 17,762 102.2

事業の種類別セグメントの名称 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比
（％） 

高純度薬品事業(百万円) 747 1,007 134.9

運輸事業(百万円) 15 14 96.4

その他事業(百万円) 39 50 127.1

合計(百万円) 802 1,072 133.8



（4）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりです。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

４．当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較にあたっては前連結会計年 

  度分を変更後の区分に組み替えて行っています。 

事業の種類別セグメントの名称 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比
（％） 

高純度薬品事業      

  表面処理(百万円) 962 1,098 114.1

  フロン(百万円) 1,495 1,262 84.4

 
半導体・液晶関連(百万
円) 

7,575 8,366 110.4

 
半導体装置関連(百万
円) 

1,204 1,475 122.5

  電池(百万円) 1,851 2,302 124.4

  反応触媒(百万円) 940 976 103.8

  土壌改良剤(百万円) 147 3 2.5

  その他(百万円) 1,401 1,461 104.3

  小計(百万円) 15,577 16,946 108.8

  商品(百万円) 976 1,058 108.5

  合計(百万円) 16,554 18,005 108.8

運輸事業(百万円) 3,262 3,763 115.4

その他事業(百万円) 138 148 107.7

合計(百万円) 19,954 21,917 109.8

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

丸善薬品産業株式会社 3,010 15.1  3,609  16.5 



３【対処すべき課題】 

 時代の変化を敏感に感じ取る感性、スピーディーな意思決定や柔軟な発想をもって経営を続けるために、次の課

題に取組み、さらなるグループ企業価値の向上を目指します。 

 (1)国際ビジネスへの対応 

 原料の調達から製造、製品の販売、輸送にいたるまで国内はもちろん、海外に迄グローバルに拡大している

ビジネス環境下において、変化する国際情勢にアンテナを張り、政策の変更や為替の変動など様々な変化の動

向を注視し、それらから受ける影響を最小限に抑えるために、多角的な原料調達や、生産拠点の分散化等も視

野に入れた各種の方策を検討し、対応します。 

 (2)多様な人材活性化戦略 

事業拡大において、重要な経営資源である「ヒト」を安定的に確保するために、次世代の中核を担う若手人

材の継続的な採用の実施、熟練技術の伝承を行うためのシニアスタッフ雇用制度の拡充、その他ＯＪＴをはじ

め、体系的な教育研修制度の整備など少子高齢化社会に対応する多様な人材活性化戦略を実施します。 

 (3)新規事業の加速 

主力の高純度薬品事業や運輸業のさらなる拡大を追求しながらも、その枠組みにとらわれることなく、新た

な成長性、収益性を獲得するべく、コスメティック事業においては、保湿剤として効用のあるケア製品の拡充

や、より快適なトータルライフスタイルを提案する事業を創出します。一方、メディカル事業においても、中

性子がん捕捉療法に使用する濃縮ホウ素がん治療薬および周辺治療機器の開発をはじめ、従来にも増して力強

い飛躍をはかるために、経営資源の集中をはかり、新たな事業への進出を加速させます。 

 (4)環境経営の積極的な取組み 

 企業の持続と発展は、地球規模の環境の改善、問題の解決なくしてはありえないという認識のもと、既存製

品のリサイクルへの取組み、製品製造過程で排出される排水、廃棄物の削減や、環境負荷の少ない原料の調達

など、製品やサービスをより環境に配慮したものに改善していくとともに、世界的に広がりを見せる環境負荷

物質の低減につながるものづくりに積極的に取組んでいきます。 

 (5)コンプライアンス経営の徹底 

 製品の生産、販売、輸出入、輸送、保管等に関わる各種法令の遵守はもちろんのこと、雇用環境、安全衛

生、災害対応等を含めて、コンプライアンスをリスクマネジメントの重要課題と位置づけ、内部統制システム

の構築とともに、各種社内規程を制定・運用し、定期的な内部監査の実施、その運用状況の確認・改善を行い

ます。また、コンプライアンス活動の方向性を提案するコンプライアンス委員会や、規程や制度の運用を啓蒙

していくために実施している社内研修等を通じて、当社グループに関わるすべての事業活動に対し、周知徹底

してまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を以下に記載しています。必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上重要である

と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から以下に開示します。なお、当社グループは、これらの

リスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存です。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したも

のです。また、以下の記載事項は、当社の事業等に関するリスクを全て網羅するものではないことをご留意下さ

い。 

（1）業績の変動要因について 

 当社グループの業績は得意先である電子・電気・通信機器業界の半導体需要ならびに設備投資動向等の影響を

受ける可能性があります。当社グループの半導体・液晶関連および半導体装置関連の当該会計年度の連結売上高

に占める割合は44.9％と高く、半導体関連の市況が当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。 

（2）法的規制について 

 当社製品は、フッ化物が中心であるため、製品の多くは毒劇物に該当し、「毒物及び劇物取締法」にもとづ

く、毒劇物製造販売登録をはじめ、その取り扱いについての法規制を受けています。また、一部のフッ化物に

は、輸出の際に「外国為替及び外国貿易法」等、安全保障輸出貿易管理制度にもとづく規制を受けています。 

（3）海外活動について 

 当社グループは、フッ化物製造事業を中心に、シンガポール、中国、台湾、韓国に事業展開していますが、各

国において以下のようなリスクがあります。そのため、これらの事象が発生した場合は、当社グループの経営成

績および財政状態等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

①予期しえない法律・規制・不利な影響を及ぼす租税制度の変更 

②不利な政治的要因の発生 

③テロ、戦争等による社会的混乱 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

 当社グループにおいては高純度薬品事業において研究開発活動を行っています。研究開発活動の基本方針はフッ化

物業界という特異な分野でありながら、多様化し、高度化し、広範囲にわたる顧客ニーズに応える製品を研究開発し

提供することです。 

 この目的達成のため次の事項を主眼として開発のスピードアップを図り、顧客ニーズ、時期に合致するよう努力し

ています。 

(1) 積極的な研究開発姿勢 

(2) 高純度製品の開発 

(3) 高品質製品の開発 

(4) 機能性・高付加価値製品の開発 

(5) 顧客ニーズに合致した製品の開発 

(6) 低コスト製品の開発 

(7) 高度先進技術への対応 

 この趣旨に沿い、主として半導体薬液、半導体装置関連分野、電池関連分野を中心とした研究開発活動を行ってい

るほか、最近は樹脂の表面処理で耐薬品性、表面特性および光学特性などの機能性を向上させた材料や次世代の電池

やキャパシター用材料として自動車への搭載が期待されているイオン性液体の開発に取り組み成果を上げています。

また医薬への展開として、副作用の少ないガン治療法として脚光をあびているホウ素中性子捕捉療法でもちいられる

治療薬の開発に積極的に取り組んでいます。 

 高純度薬品事業における研究員は当該事業内従業員の約９%にあたる29名が在籍し、研究テーマ毎にグループを形

成して研究開発活動に従事しています。当連結会計年度における研究開発費の総額（人件費を含む）は６億41百万円

です。 

 なお、これらの研究開発活動の中には、産学共同プロジェクトで取り組んでいるものがあり、各大学と緊密に連携

して最先端の研究開発活動を行っています。この中でも「ホウ素中性子捕捉療法でもちいられる治療薬の開発」と

「次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業」については、平成18年度に引き続き19年度も採択を受け、

さらに深化させた活動を行っています。特にＮＥＤＯにおいては国家プロジェクトとして重電メーカーと共同で治療

にもちいる加速器の開発も含めた開発活動を推進しています。 

 産学協同プロジェクト 

 運輸事業、その他事業において研究開発活動は行っていません。 

東北大学 半導体用高純度薬液およびフッ化不動態処理 

東北薬科大学 新規タンパク質の体内作用の解明 

大阪府立大学 
ホウ素中性子捕捉療法でもちいられる治療薬の開発 

（科学技術振興機構採択プロジェクト） 

 ＮＥＤＯプロジェクト  テーマ 「次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業」 

 参画団体：筑波大学、京都大学、大阪大学、他国内重電メーカー各社 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。重要な会計方針及び見積りについては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の増加や、雇用情勢の改善にともなう堅調な個人消費が

みられ、企業収益も好調に推移するなど、全般的な景気の回復傾向が続きました。一方、海外におきましては、原

油高騰、米国の景気減速や金利上昇懸念等の不安材料はありましたが、中国・東南アジア経済は、景気の拡大が続

きました。 

 このような環境のもと、当社グループは、フッ化物総合メーカーのリーディングカンパニーとして、国内外の情

報通信産業を中心に、顧客のニーズにもとづいた多種多様なフッ化物製品の供給を行うとともに、危険物輸送で培

った独自のノウハウにもとづいた化学品の物流事業を展開してきました。各項目別の分析は以下のとおりです。 

［売上高］ 

 売上高は過去最高の219億17百万円（前期比9.8％増）となりました。 

高純度薬品事業におきましては、半導体・液晶部門が半導体・デジタル家電メーカーの積極的な設備投資による生

産拡大を背景に83億66百万円（同10.4％増）、電池部門がリチウムイオン二次電池の国内市場における用途拡大

や、中国市場における携帯電話用リチウムイオン二次電池の需要増加により23億２百万円（同24.4％増）、装置関

連部門が次世代ステッパーレンズ用高純度フッ化物の需要増加により14億75百万円（同22.5％増）、表面処理部門

が酸洗表面処理用のフッ化物の需要増加により10億98百万円（同14.1％増）を計上しました。 

 運輸事業におきましては、運輸収入、倉庫関連収入などのセグメント別売上高が順調に推移し、68億40百万円

（同11.3％増）となりました。 

 その他事業におきましては、自動車整備収入および保険代理業収入がいずれも前年度を上回りました。その結

果、３億６百万円（同5.5％増）となりました。 

 なお、当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較にあたっては前連結会計年度分を

変更後の区分に組み替えて行っています。 

 また、海外売上高は74億18百万円（同29.1％増）となりました。地域別ではアジア諸国は58億48百万円（同

27.6％増）、北米は９億99百万円（同33.8％増）、欧州諸国は５億46百万円（同35.1％増）となっています。 

［営業利益］ 

 売上原価は売上高の増加に伴い材料費等が増加した結果162億38百万円（前期比7.8％増）となり、売上総利益は

56億79百万円（同16.2％増）となりました。売上総利益率は前連結会計年度の24.5％から25.9％に上昇しました。

 販売費及び一般管理費は24億30百万円（同14.8％増）となりました。 

 以上の結果、営業利益は32億49百万円（同17.2％増）となりました。 

［経常利益］ 

 営業外損益において、主な収益では持分法による投資利益が94百万円、主な費用では支払利息が２億35百万円発

生しました。 

 以上の結果、経常利益は32億83百万円（同17.0％増）となりました。 

［当期純利益］ 

 特別損益におきましては、固定資産廃棄損１億30百万円、たな卸資産減耗損１億62百万円を計上しました。 

その結果、当期純利益は18億５百万円（同25.8％増）となりました。 

（3）財政状態 

 当連結会計年度末の総資産は336億73百万円となり、前連結会計年度末と比べて63億15百万円増加いたしまし

た。主な増加要因は、三宝工場高純度薬品製造設備増設の投資23億69百万円、三宝工場隣接土地取得18億31百万円

等です。 

 当連結会計年度末の負債合計は187億58百万円となり、前連結会計年度末に比べて49億44百万円増加いたしまし

た。主な増加要因は、短期借入金が45億95百万円増加したことによるものです。 

 純資産につきましては、149億14百万円でした。 



（4）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、 

営業活動によるキャッシュ・フロー：35億35百万円収入（前期比５億５百万円収入増加） 

投資活動によるキャッシュ・フロー：61億15百万円支出（前期比25億６百万円支出増加） 

財務活動によるキャッシュ・フロー：25億30百万円収入（前期比20億円収入増加） 

 営業活動の主な収入増加要因は、税金等調整前当期純利益29億95百万円（同３億87百万円増加）等によるもので

す。 

 投資活動の主な支出増加要因は、有形固定資産の取得による支出46億51百万円（同10億60百万円増加）、投資有

価証券の取得による支出14億31百万円（同14億30百万円増加）等によるものです。 

 財務活動の主な収入増加要因は、短期借入金の増加によるものです。 

 これらの活動の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の９億46百万円から

44百万円減少し、９億１百万円となりました。 

（キャッシュ・フローの指標） 

   自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

   ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式を除く）により計算しています。 

   ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

     使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

     全ての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

     の支払額を使用しています。 

 
 第61期 

平成16年３月期 

第62期  

平成17年３月期 

 第63期 

平成18年３月期 

第64期  

平成19年３月期 

自己資本比率（％） 45.3 49.4 47.6 42.4 

時価ベースの株主資本比率

（％） 
90.3 123.3 264.4 140.3 

債務償還年数（年） 5.3 2.6 3.1 3.5 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
19.2 28.2 17.6 16.3 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資状況につきましては、連結グループ総額で67億９百万円（無形固定資産を含む。）とな

っています。また、事業の種類別セグメントの設備投資については以下のとおりとなっています。 

（1）高純度薬品事業 

 当連結会計年度では、三宝工場高純度薬品製造設備増設および三宝工場隣接土地取得など、生産安定化およ

び高純度薬品の増産を目的として56億４百万円の設備投資を行いました。 

（2）運輸事業 

 当連結会計年度では、輸送力の増強および事業拡大を目的として11億５百万円の設備投資を行いました。 

（3）その他事業 

 当連結会計年度において特記すべき設備投資はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 主要な設備は、以下のとおりです。 

（1）提出会社 

（2）国内子会社 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 

（人） 建物及び構

築物 

機械装置及

び運搬具 

土地 

(面積㎡) 
その他 合計 

三宝工場 

(堺市堺区) 
高純度薬品事業 生産設備 1,307 735 

2,298 

(46,446)
143 4,484 

66 

(1)

泉工場 

(大阪府泉大津市) 
〃 生産設備 918 1,515 

214 

(24,838)
93 2,740 

44 

(3)

本社 

(大阪市中央区) 
〃 

統括管理、販売 

業務施設 
27 13 

－ 

(－)
40 82 

23 

(6)

営業部(東京) 

(東京都中央区) 
〃 販売業務施設 0 － 

－ 

(－)
5 5 

9 

(－)

研究部(三宝) 

(堺市堺区) 
〃 研究施設 27 33 

－ 

(－)
31 93 

6 

(－)

研究部(泉) 

(大阪府泉大津市) 
〃 研究施設 633 63 

－ 

(－)
15 712 

23 

(5)

少林寺倉庫 

(堺市堺区) 
運輸事業 物流、保管設備 16 0 

96 

(4,780)
－ 113 

－ 

(－)

厚生施設その他 

(堺市堺区他) 
高純度薬品事業 寮、厚生施設 51 － 

35 

(1,307)
0 86 

－ 

(－)

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

ブルーエキスプ

レス㈱ 

本社 

(堺市堺区) 

高純度 

薬品事業 

 

運輸事業 

管理施設 

運送・保管設

備、賃貸資産 

販売業務施設 

553 353 
941 

(26,285)
642 2,490 

133 

(3)

〃 
関東営業所 

(千葉県袖ヶ浦市) 
運輸事業 

運送・保管設

備、賃貸資産 
197 43 

508 

(10,929)
2 752 

51 

(1)

〃 
横浜営業所 

(川崎市川崎区) 
〃 〃 930 145 

1,440 

(15,380)
31 2,548 

51 

(－)



（3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいません。 

    ２．従業員数の( )内は臨時従業員数であり外書をしています。 

    ３．提出会社のうち少林寺倉庫の設備は、すべてブルーエキスプレス㈱に賃貸しています。 

４．リース契約による主な賃借設備は次のとおりです。 

５．その他の賃借設備は次のとおりです。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しています。 

 なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりです。 

（1）重要な設備の新設 

 前連結会計年度末において計画していた設備計画について、設備予定金額および完了予定年月を次のように変更

しました。 

  

（2）重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却等の計画はありません。 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
(人) 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

STELLA CHEMIFA  

SINGAPORE PTE 

LTD 

シンガポール工場 

(シンガポール共

和国) 

高純度薬品事

業 

管理施設 

生産設備 
1,416 1,587

－ 

(－)
91 3,094 

47 

(－)

浙江瑞星フッ化工

業有限公司 

中国工場 

(中国浙江省) 

高純度薬品事

業 

管理施設 

生産設備 
290 441

－ 

(－)
13 745 

94 

(18)

  (平成19年３月31日現在)

会社名 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の名称 リース期間 
年間リース料 
(百万円) 

リース契約残
高 (百万円) 

ブルーエキスプレス㈱ 運輸事業 タンクローリー等 
平成13年６月 

～平成23年５月 
306 898 

  (平成19年３月31日現在)

会社名 
事業の種類別 

セグメントの名称 
貸借設備の名称 面積(㎡) 年間賃借料(百万円)

STELLA CHEMIFA  

SINGAPORE PTE LTD 
高純度薬品事業 シンガポール工場 土地 25,000 15 

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容

設備予定金額 

資金調

達方法 

着手および完了予定年月 

完成後の 

増加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

ステラケミファ

株式会社 

三宝工場 

(堺市堺区) 
高純度薬品事業 

機械設備 

(PASⅣ新設)
2,800 1,570 借入金  平成18年4月 平成19年６月 

半導体用フッ

化物 

12,000t/年 

ステラケミファ

株式会社 

泉工場 

(大阪府泉大津市) 
高純度薬品事業 

機械設備 

(LM増設) 
902 730 借入金  平成18年3月 平成19年６月 

六フッ化リン

酸リチウム

200t/年  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,300,000 12,300,000 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

－ 

計 12,300,000 12,300,000 － － 



（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

（5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式120株は、「個人その他」に１単元および「単元未満株式の状況」に20株を含めて記載しています。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成12年10月18日 

（注） 
600 12,300 1,722 3,180 1,668 3,288 

発行価格 5,926円

引受価額 5,651円

発行価額 5,651円

資本組入額 2,870円

  （平成19年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府およ
び地方公
共団体 

金融機関 証券会社 その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

 個人以外 個人 

株主数（人） － 44 51 119 56 3 12,583 12,856 － 

所有株式数

（単元） 
－ 17,138 2,575 7,855 4,024 288 91,098 122,978 2,200

所有株式数の

割合（％） 
－ 13.93 2.09 6.39 3.28 0.23 74.08 100.00 － 



（6）【大株主の状況】 

 （注）「株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を四捨五入しています。 

（7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  （平成19年３月31日現在）

氏名または名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

深田 純子 堺市西区 2,004 16.30 

橋本 信子 堺市西区 587 4.78 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(住友信託退給口) 
東京都中央区晴海１－８－11 324 2.63 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 324 2.63 

橋本 亜希 大阪市中央区 318 2.59 

深田 麻実 兵庫県芦屋市 314 2.56 

財団法人黒潮生物研究財団 高知県幡多郡大月町大字西泊字シウラ谷458-3 300 2.44 

橋本 嗣夫 大阪府高石市 245 1.99 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－11 205 1.67 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－11－３ 182 1.48 

計 － 4,807 39.08 

  （平成19年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    100  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,297,700 122,977 － 

単元未満株式 普通株式   2,200  － １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 12,300,000 － － 

総株主の議決権 － 122,977 － 

  （平成19年３月31日現在）

所有者の氏名または名

称 
所有者の住所 

自己名義所有

株式数（株） 

他人名義所有

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

ステラケミファ株式会社 
大阪市中央区

淡路町3-6-3 
100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 



（8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を 

行った取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 120 － 120 － 



３【配当政策】 

 当社は、財務状況、利益水準等を総合的に勘案したうえで、安定的かつ継続的に配当を行うことが、経営上の

重要な課題であると認識しています。その一方、借入金の返済を積極的にすすめながら財務体質の強化をはか

り、今後の事業展開に備えるためにも内部留保の充実が重要であると考えています。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としています。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当、中間配当ともに取締役会です。 

 当事業年度の配当については、上記方針にもとづき当期は１株当たり33円の配当（うち中間配当14円）を実施

することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は32.8％となりました。 

 当社は、「会社法第459条第１項の規定にもとづき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで

きる。」旨定款に定めています。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。 

４【株価の推移】 

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月６日 

取締役会決議 
172 14 

平成19年５月14日 

取締役会決議 
233 19 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 2,700 1,870 2,500 6,000 7,940 

最低（円） 1,470 1,368 1,601 2,100 3,550 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 4,250 4,130 4,780 4,630 4,360 4,190 

最低（円） 3,680 3,600 3,920 4,170 3,870 3,780 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
ＣＥＯ 深田 純子 昭和21年１月４日生

昭和62年１月 当社入社 

昭和62年２月 業務部長 

昭和63年６月 取締役就任 

平成２年６月 常務取締役就任 

平成４年６月 取締役副社長就任 

平成６年６月 代表取締役社長就任 

平成16年６月 代表取締役会長就任 

平成19年４月 代表取締役会長(CEO)就任(現任) 

平成19年６月 ステラ ファーマ株式会社 

代表取締役社長就任(現任) 

(注)2 2,004 

取締役社長 

(代表取締役) 
ＣＯＯ 丸野 京子 昭和38年12月15日生

平成２年９月 当社入社 

平成15年１月 総務部長 

平成15年６月 取締役就任 

平成17年11月 代表取締役社長就任 

平成19年４月 代表取締役社長執行役員(COO) 

就任(現任) 

(注)2 11 

取締役 
専務執行役員 

管理部門統括 
秋山 昌広 昭和20年12月30日生

平成４年10月 当社入社 

平成６年６月 取締役就任 経理部長 

平成13年６月 常務取締役就任 経理担当 

平成15年６月 専務取締役就任 

平成16年６月 浙江瑞星フッ化工業有限公司 

董事長就任(現任) 

平成18年１月 専務取締役本社管理部門担当 

平成19年４月 取締役専務執行役員(管理部門統

括)就任(現任) 

(注)2 37 

取締役 

常務執行役員 

研究開発統括

兼医療・化粧

品事業部長 

菊山 裕久 昭和24年７月１日生

昭和52年４月 当社入社 

平成７年３月 研究部長 

平成８年６月 取締役就任 

平成15年６月 常務取締役就任 研究開発担当 

平成17年12月 常務取締役研究開発担当兼研究

部長 

平成19年４月 取締役常務執行役員(研究開発統

括)就任 

平成19年６月 取締役常務執行役員研究開発統

括兼医薬・化粧品事業部長就任 

(現任) 

(注)2 65 

取締役 
執行役員 

営業部長 
藪  和光 昭和34年１月20日生

昭和56年４月 当社入社 

平成15年１月 営業部長(現任) 

平成15年６月 取締役就任 

平成19年４月 取締役執行役員(営業部長)就任

(現任) 

(注)2 18 

 



 （注）１．監査役 浮田善彦、山田庸男、佐古田保の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

２．平成19年６月14日に選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までです。 

３．平成16年６月10日に選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までです。 

４．当社では、スピーディーな経営意思決定と経営責任の明確化をはかるため、執行役員制度を導入していま

す。執行役員は９名で、社長(COO) 丸野 京子、専務(管理部門統括) 秋山 昌広、常務 (研究開発統括) 菊

山 裕久、営業部長 藪 和光、経営企画部長 村津 誠、物流担当兼品質管理部長 高野 順、開発部長 宮

下 雅之、泉工場長 大槻 功一、三宝工場長 川上 由雄で構成されています。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   浮田 善彦 昭和18年12月22日生

昭和41年４月 住友信託銀行株式会社入社 

平成11年６月 株式会社イセトー取締役 

平成13年６月 当社監査役就任(現任) 

(注)3 3 

監査役   山田 庸男 昭和18年12月15日生

昭和45年４月 大阪弁護士会登録 

平成６年４月 大阪弁護士会副会長就任 

平成９年４月 日本弁護士連合会民事介入暴力

対策委員会委員長就任 

平成10年６月 当社監査役就任(現任) 

(注)3 － 

監査役   佐古田 保 大正12年11月29日生

昭和53年９月 税理士登録 

  佐古田税理士事務所開業 

平成13年６月 当社監査役就任(現任) 

(注)3 － 

計 2,138 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 法令遵守にもとづく企業倫理の重要性を認識するとともに、変動する企業環境に対応した迅速な経営意思決定

と、経営の健全性向上をはかることによって、企業価値を継続して高めていくことを、経営上の最重点課題のひと

つとして位置づけています。その実現のために、株主の皆様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等の利害関係者

との良好な関係を築くとともに、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強

化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えています。 

 また、株主・投資家の皆様へは、迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、幅広い情報公開により、経営の透

明性を高めてまいります。  

  （コーポレート・ガバナンスに関する実施状況） 

   (1)会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  平成19年６月１日現在の当社の経営組織およびコーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりです。 

 ①委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

   監査役制度を採用しています。 

    ②社外取締役・社外監査役の選任の状況 

 社外取締役は選任されていません。 

  監査役は３名全員が社外監査役です。うち、１名は常勤監査役として常時執務をしています。 

       ③業務執行・監視の仕組み 

 取締役会は定例的ならびに臨時に開催され重要案件が決議されます。いずれの取締役会にも監査役は出席

し、客観的立場から職務執行を監視しています。 

 また、執行役員等幹部社員が出席する経営会議も毎月開催され、取締役会が定めた経営方針にもとづき、新

製品の開発、大型設備投資、経営組織の改編など重要な経営課題に対し、迅速に対応しています。 

    ④内部統制の仕組み  

  （監査役会） 

      監査役会は原則として月１回の開催としていますが、必要に応じて臨時監査役会を開催しています。監査役

会で策定された監査方針および監査計画にもとづいて内部監査室および監査法人との連携を密にし、取締役の

職務執行を監査しています。 

  （内部監査室） 

       内部統制のため当社および主たる子会社であるブルーエキスプレス株式会社に内部監査室を設置し、社内業

務はもちろんのことグループ経営の視点からグループ監査会議の開催を実施しています。また、監査役や監査

法人と連携することで、内部統制が十分に機能することに務めています。 



    ⑤弁護士・会計監査人の状況 

 法律事務所と顧問契約を締結し、必要に応じて法律的側面から見た経営について、適切なアドバイスを受け

ています。 

 また、会計監査人である新日本監査法人からは、会計監査を受けています。 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人および継続監査年数は以下のとおりです。 

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準にもとづき決定されています。具体的には、公認会計

士２名および会計士補等２名を主たる構成員としています。 

      (2)会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

     社外監査役：人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

      (3)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 会社法施行にもとづいて平成18年５月に内部統制に関する基本方針を制定し、従来より進めているコンプライ

アンス委員会を通じて、業務の遂行に係る重要な記録や社内規定の整備等を行い、平成19年3月には同方針の内

容を見直し再び決議しました。一方で財務報告に係る内部統制システムの構築および内部統制報告書の提出に向

けた取り組みも行いました。 

      (4)取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めています。 

      (5)取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。また、取締役の選任については、累積

投票によらないものとする旨定款に定めています。 

      (6)剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨定款に定めています。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものです。 

      (7)株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてい

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものです。 

  （役員報酬および監査報酬） 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、ならびに監査法人に対する監査報酬は以下の

とおりです。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数 

指定社員 

業務執行社員 

  早川 芳夫 
 新日本監査法人 

－ 

  松村 豊  － 

役員報酬：     監査報酬：     

取締役に支払った報酬 242百万円 
公認会計士法第２条第１項に

規定する業務にもとづく報酬 
12百万円 

監査役に支払った報酬 20百万円      

計 262百万円      



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）にもとづいて作成しています。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則にもと

づき、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則にもとづ

いて作成しています。 

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）にもとづいて作成しています。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則にもとづき、

当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則にもとづいて作成して

います。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）および当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表ならびに前事業年度（平

成17年４月１日から平成18年３月31日まで）および当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表について、新日本監査法人により監査を受けています。 



１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     946     901  

２．受取手形及び売掛金 ※５   5,456     5,827  

３．たな卸資産     1,795     1,472  

４．繰延税金資産     91     101  

５．その他     258     474  

貸倒引当金     △8     △15  

流動資産合計     8,541 31.2   8,761 26.0 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※２ 11,601     11,756    

減価償却累計額   4,907 6,693   5,358 6,398  

(2）機械装置及び運搬具   19,065     18,684    

減価償却累計額   13,667 5,397   13,650 5,034  

(3）土地 ※２   3,703     5,535  

(4）建設仮勘定     607     4,007  

(5）その他   3,653     3,908    

減価償却累計額   2,547 1,105   2,614 1,293  

有形固定資産合計     17,509 64.0   22,268 66.1 

２．無形固定資産     106 0.4   117 0.4 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※１   611     1,789  

(2）繰延税金資産     463     594  

(3）その他     168     146  

 貸倒引当金     △43     △4  

投資その他の資産合計     1,200 4.4   2,525 7.5 

固定資産合計     18,816 68.8   24,911 74.0 

資産合計     27,357 100.0   33,673 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     1,452     1,408  

２．短期借入金     4,054     8,649  

３．１年以内に返済予定の
長期借入金 

※２   1,566     1,205  

４．未払法人税等     592     545  

５．賞与引当金     90     104  

６．設備支払手形     433     1,922  

７．その他     967     1,305  

流動負債合計     9,155 33.5   15,140 45.0 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金 ※２   3,653     2,644  

２．退職給付引当金     694     653  

３．役員退職慰労引当金     282     295  

４．その他     28     23  

固定負債合計     4,658 17.0   3,617 10.7 

負債合計     13,813 50.5   18,758 55.7 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     531 1.9   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   3,180 11.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金     3,288 12.0   － － 

Ⅲ 利益剰余金     6,419 23.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    92 0.4   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     31 0.1   － － 

Ⅵ 自己株式 ※４   △0 △0.0   － － 

資本合計     13,012 47.6   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    27,357 100.0   － － 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   3,180 9.4 

２．資本剰余金     － －   3,288 9.8 

３．利益剰余金     － －   7,815 23.2 

４．自己株式     － －   △0 △0.0 

  株主資本合計     － －   14,283 42.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   △102 △0.3 

２．為替換算調整勘定     － －   102 0.3 

  評価・換算差額等合計     － －   0 0.0 

Ⅲ 少数株主持分     － －   630 1.9 

純資産合計     － －   14,914 44.3 

負債純資産合計     － －   33,673 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     19,954 100.0   21,917 100.0 

Ⅱ 売上原価     15,066 75.5   16,238 74.1 

売上総利益     4,888 24.5   5,679 25.9 

               

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１            

１．販売手数料   0     0    

２．荷造・運送費   4     31    

３．広告宣伝費   31     16    

４．役員報酬   292     356    

５．給料・手当   268     323    

６．賞与   68     70    

７．賞与引当金繰入額   8     8    

８．貸倒引当金繰入額   2     10    

９．退職給付費用   0     13    

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

  39     34    

11．法定福利費   58     64    

12．福利厚生費   42     46    

13．交際費   46     37    

14．旅費・交通費   102     106    

15．租税公課   76     98    

16．消耗品費   9     9    

17．不動産賃借料   129     137    

18．修繕費   4     10    

19．研究開発費   574     641    

20．減価償却費   80     83    

21．雑費   272 2,116 10.6 327 2,430 11.1 

営業利益     2,772 13.9   3,249 14.8 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   7     7    

２．受取配当金   2     13    

３．負ののれんの償却額   －     1    

４．持分法による投資利益   79     94    

５．為替差益   27     8    

６．ロイヤリティ収入   21     56    

７．雑収入   63 201 1.0 94 277 1.3 

               

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   164     235    

２．雑損失   2 166 0.8 8 243 1.1 

経常利益     2,806 14.1   3,283 15.0 

               

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※２ 1 1 0.0 8 8 0.1 

               

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産廃棄損 ※３ 163     130    

２．固定資産売却損 ※４ 16     1    

３．たな卸資産減耗損   －     162    

４．会員権評価損   6     －    

５．その他   14 200 1.0 3 297 1.4 

税金等調整前当期純利
益 

    2,607 13.1   2,995 13.7 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,072     1,096    

法人税等調整額   8 1,081 5.4 △6 1,090 5.0 

少数株主利益     90 0.5   98 0.5 

当期純利益     1,435 7.2   1,805 8.2 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,288

Ⅱ 資本剰余金期末残高     3,288 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     5,383

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   1,435 1,435 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   344  

２．役員賞与   45  

３．連結子会社増加に伴う
剰余金減少高 

  10 399 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     6,419 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）前期の定時株主総会における利益処分項目です。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,180 3,288 6,419 △0 12,887 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △209   △209 

剰余金の配当     △172   △172 

役員賞与（注）     △22   △22 

連結会社増加に伴う剰余金の変動額     △6   △6 

当期純利益     1,805   1,805 

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1,396 － 1,396 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,180 3,288 7,815 △0 14,283 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算差額 
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

92 31 124 531 13,544 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △209 

剰余金の配当         △172 

役員賞与（注）         △22 

連結会社増加に伴う剰余金の変動額         △6 

当期純利益         1,805 

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

△195 71 △124 98 △25 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△195 71 △124 98 1,370 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

△102 102 0 630 14,914 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   2,607 2,995 

減価償却費   2,046 2,049 

貸倒引当金の増減額   △4 △31 

賞与引当金の増減額   10 14 

退職給付引当金の増減額   △81 △40 

役員退職慰労引当金の増減額   39 13 

負ののれんの償却   － △1 

受取利息及び配当金   △9 △21 

支払利息   164 235 

会員権評価損   6 － 

有形固定資産廃棄損及び売却損益   178 122 

たな卸資産減耗損   － 162 

持分法による投資利益   △79 △94 

為替差損益   △0 △0 

売上債権の増減額   △769 △363 

たな卸資産の増減額   128 182 

仕入債務の増減額   215 8 

その他流動資産の増減額   △12 △59 

その他流動負債の増減額   88 △177 

未収消費税等の増減額   － △135 

未払消費税等の増減額   △48 △8 

役員賞与の支払額   △47 △26 

その他   △19 61 

小計   4,412 4,882 

利息及び配当金の受取額   32 36 

利息の支払額   △171 △216 

法人税等の支払額   △1,242 △1,165 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,030 3,535 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   △3,590 △4,651 

有形固定資産の売却による収入   21 12 

有形固定資産の廃棄に伴う支出   △19 － 

投資有価証券の取得による支出   △1 △1,431 

子会社株式の取得による支出   － △6 

その他の投資活動による支出   △19 △51 

その他の投資活動の回収による収入   1 11 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,608 △6,115 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額   1,306 4,451 

長期借入れによる収入   1,115 40 

長期借入金の返済による支出   △1,547 △1,576 

少数株主に対する配当金の支払額   － △3 

自己株式の取得による支出   △0 － 

配当金の支払額   △344 △380 

財務活動によるキャッシュ・フロー   530 2,530 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   39 △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △8 △50 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   652 946 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う増減額   302 5 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 946 901 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数  ５社 

連結子会社名は、ブルーエキスプレ

ス㈱、ブルーオートトラスト㈱、STE

LLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、 

STELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE LT

D、浙江瑞星フッ化工業有限公司で

す。 

浙江瑞星フッ化工業有限公司は、重

要性が増したため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めています。 

(イ）連結子会社の数  ６社 

連結子会社名は、ブルーエキスプレ

ス㈱、ブルーオートトラスト㈱、STE

LLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、 

STELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE LT

D、浙江瑞星フッ化工業有限公司、星

青国際貿易(上海)有限公司です。 

星青国際貿易（上海）有限公司は、

重要性が増したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含めています。 

  (ロ）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社は星青国際貿易(上海)

有限公司です。 

       ──────  

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)および利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためです。 

 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ）持分法適用の関連会社数 １社 

当該会社は、フェクト㈱です。 

(イ）持分法適用の関連会社数 １社 

         同左 

  (ロ）持分法を適用していない非連結子会

社および関連会社 

星青国際貿易(上海)有限公司は、当

期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外

しています。 

       ──────  

  (ハ）持分法の適用会社は、決算日が連結

決算日と異なっているため、関連会

社の事業年度にかかる財務諸表を使

用しています。 

(ハ）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、ブルーオートトラス

ト㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE  

LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司および

STELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE LTDの

決算日は12月31日です。 

連結財務諸表の作成に当たって、当該会

社については、決算日現在の財務諸表を

使用していますが、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っています。 

連結子会社のうち、ブルーオートトラス

ト㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE  

LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司、星青

国際貿易(上海)有限公司およびSTELLA EX

PRESS (SINGAPORE) PTE LTDの決算日は12

月31日です。 

連結財務諸表の作成に当たって、当該会

社については、決算日現在の財務諸表を

使用していますが、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っています。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

（1）重要な資産の評価基準

および評価方法 

① 有価証券 

(イ）子会社株式 

移動平均法による原価法によって

います。 

① 有価証券 

―――――― 

  (ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等にもと

づく時価法によっています。 

(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等にもと

づく時価法によっています。 

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっ

ています。 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

主として総平均法による原価法によ

っています。 

② たな卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

時価法によっています。 

③ デリバティブ 

同左 

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

(イ）機械及び装置 

主として定額法によっています。 

なお、主な耐用年数は６年です。 

① 有形固定資産 

(イ）機械及び装置 

同左 

  (ロ）その他の有形固定資産 

主として定率法によっています。

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっていま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。 

(ロ）その他の有形固定資産 

同左 

  建物   10～40年 

運搬具   2～ 4年 

 

  (ハ）少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却

によっています。 

(ハ）少額減価償却資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)にもとづいています。 

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社および国内連結子会社は一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。

また、在外連結子会社は主として特

定の債権について回収不能見込額を

計上しています。 

① 貸倒引当金 

         同左 

  ② 賞与引当金 

国内連結子会社は、従業員に対して

支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額にもとづき計上していま

す。 

② 賞与引当金 

         同左 

  ③ 退職給付引当金 

当社および国内連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に

もとづき計上しています。 

③ 退職給付引当金 

         同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

当社および国内連結子会社の一部に

おいて、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規にもとづく期末要

支給額を計上しています。 

④ 役員退職慰労引当金 

         同左 

（4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しています。なお、

在外子会社等の資産および負債ならびに

収益および費用は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分および資本の部における為替換

算調整勘定に含めています。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しています。なお、

在外子会社等の資産および負債ならびに

収益および費用は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定および

少数株主持分に含めています。 

（5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。為

替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を満たしている場合には

振当処理によっています。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 通貨スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象 長期借入金  

  ③ ヘッジ方針 

外貨建借入金の為替変動リスクをヘ

ッジしています。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価していま

す。 

ただし、振当処理によっている通貨

スワップについては、有効性の評価

を省略しています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

（7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産および

負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっていま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、発生し

た期に一括償却を行っています。 

―― 

７．のれんおよび負ののれん

の償却に関する事項 

―― のれんおよび負ののれんの償却について

は、発生原因に応じて20年以内での均等

償却を行っています。ただし、金額が少

額ののれんおよび負ののれんについては

一括償却しています。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分にもとづいて作成しています。 

―― 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））お

よび「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

──────  

 

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しています。従来の

資本の部の合計に相当する額は14,284百万円です。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成していま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度における営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「有形固定資産売却損益」「有形固定

資産廃棄損」については、「有形固定資産売却損

益」の金額に重要性がなく、かつ、表示の明瞭性を

高める観点から、当連結会計年度より「有形固定資

産廃棄損及び売却損益」として表示しています。 

なお、当連結会計年度の「有形固定資産売却損益」

の金額は14百万円、「有形固定資産廃棄損」の金額

は163百万円です。 

２．財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入金

の純増減額」は、前連結会計年度は「短期借入れに

よる収入」および「短期借入金の返済による支出」

として両建表示していましたが、当連結会計年度よ

り「短期借入金の純増減額」として表示していま

す。 

──────  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社および関連会社に係る注記 ※１ 非連結子会社および関連会社に係る注記 

各科目に含まれている非連結子会社および関連会

社に対するものは次のとおりです。 

各科目に含まれている関連会社に対するものは次

のとおりです。 

投資有価証券 346百万円 投資有価証券 421百万円 

※２ 担保に供されている資産およびこれに対応する債

務 

※２ 担保に供されている資産およびこれに対応する債

務 

担保に供されている資産(注) 担保に供されている資産(注) 

建物及び構築物 1,553百万円 

土地 596百万円 

計 2,150百万円 

建物及び構築物 1,395百万円 

土地 596百万円 

計 1,991百万円 

対応する債務 対応する債務 

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
378百万円 

長期借入金 946百万円 

計 1,324百万円 

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
378百万円 

長期借入金 567百万円 

計 945百万円 

 （注）なお、上記以外に連結上相殺消去されている

関係会社株式802百万円を担保に供していま

す。対応する債務は上記金額に含まれていま

す。 

 （注）なお、上記以外に連結上相殺消去されている

関係会社株式802百万円を担保に供していま

す。対応する債務は上記金額に含まれていま

す。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式12,300,000株

です。 

※３        ―――――― 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式120株で

す。 

※５        ―――――― 

※４        ―――――― 

  

※５ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしています。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれています。 

    受取手形     201百万円 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 ※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 

574百万円 641百万円 

※２ 固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具1百

万円等です。 

※２ 固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具８

百万円です。 

※３ 固定資産廃棄損の内訳は、機械装置及び運搬具143

百万円等です。 

※３ 固定資産廃棄損の内訳は、機械装置及び運搬具96

百万円等です。 

※４ 固定資産売却損の内訳は、土地・建物15百万円等

です。 

※４ 固定資産売却損の内訳は、機械装置及び運搬具１

百万円です。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000 

合計 12,300,000 － － 12,300,000 

自己株式        

普通株式 120 － － 120 

合計 120 － － 120 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月８日 

定時株主総会 
普通株式 209 17 平成18年３月31日 平成18年６月９日 

平成18年11月６日 

取締役会 
普通株式 172 14 平成18年９月30日 平成18年11月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月14日 

取締役会 
普通株式 233 利益剰余金 19 平成19年３月31日 平成19年５月30日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) (平成19年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 946百万円 

預入期間が３カ月を超える

定期預金 
－百万円 

現金及び現金同等物 946百万円 

現金及び預金勘定 901百万円 

預入期間が３カ月を超える

定期預金 
－百万円 

現金及び現金同等物 901百万円 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 （借手側）  （借手側） 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

（百万円） 

減価償却

累計額相

当額 

（百万円） 

期末残高

相当額 

（百万円）

機械装置及び運搬具 1,155 494 660 

その他 
(工具器具及び備品) 

669 142 527 

合計 1,825 637 1,188 

 

取得価額

相当額 

（百万円）

減価償却

累計額相

当額 

（百万円） 

期末残高

相当額 

（百万円）

機械装置及び運搬具 1,001 534 467 

その他 
(工具器具及び備品) 

655 223 431 

合計 1,656 758 898 

（注）なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高などに占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。 

（注）        同左 

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 309百万円 

１年超 878百万円 

合計 1,188百万円 

１年以内 280百万円 

１年超 617百万円 

合計 898百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が、有形固定資産の期末残高などに占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

（注）        同左 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失 

支払リース料 333百万円 

減価償却費相当額 333百万円 

支払リース料 306百万円 

減価償却費相当額 306百万円 

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 

 



前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （貸手側）  （貸手側） 

 (1)リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額および期末残高 

 (1)リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額および期末残高 

 
取得価額 

（百万円） 

減価償却

累計額 

（百万円） 

期末残高 

（百万円）

その他 
(工具器具及び備品) 

145 43 102 

 
取得価額 

（百万円）

減価償却

累計額 

（百万円） 

期末残高 

（百万円）

その他 
(工具器具及び備品) 

226 57 169 

 (2)未経過リース料期末残高相当額  (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 86百万円 

１年超 329百万円 

合計 415百万円 

１年以内 99百万円 

１年超 357百万円 

合計 457百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高および見積残存価額の残高の合計額が、営

業債権の期末残高などに占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定しています。 

（注）        同左 

 (3)受取リース料および減価償却費  (3)受取リース料および減価償却費 

受取リース料 82百万円 

減価償却費 31百万円 

受取リース料 92百万円 

減価償却費 46百万円 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

 （借手側）  （借手側） 

 未経過リース料 

１年以内 4百万円 

１年超 －百万円 

合計 4百万円 

 未経過リース料 

１年以内 2百万円 

１年超 3百万円 

合計 6百万円 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度および当連結会計年度に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額(百万円) 取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額(百万円)

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 67 224 157 68 204 136 

小計 67 224 157 68 204 136 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 － － － 1,430 1,122 △308 

小計 － － － 1,430 1,122 △308 

合計 67 224 157 1,498 1,326 △171 

 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 40 40 



（デリバティブ取引関係） 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いていま

す。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いていま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 １．取引の状況に関する事項 

（1）取引の内容 

 通貨スワップ取引を利用しています。 

（1）取引の内容 

同左 

（2）取引に対する取組方針 

 将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的

としてデリバティブ取引を利用しており、投機的な

取引は行わない方針です。 

（2）取引に対する取組方針 

同左 

（3）取引の利用目的 

 外貨建借入金の為替変動リスクをヘッジすること

を目的としています。 

（3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっています。 

 為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要

件を満たしている場合には振当処理によっていま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 通貨スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 長期借入金  

③ ヘッジ方針 

外貨建借入金の為替変動リスクをヘッジしてい

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しています。 

 ただし、振当処理によっている通貨スワップに

ついては、有効性の評価を省略しています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

（4）取引に係るリスクの内容 

 通貨スワップ取引については、為替相場の変動に

関する市場リスクを有しています。 

 なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度

の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行

による信用リスクはほとんど無いと認識していま

す。 

（4）取引に係るリスクの内容 

同左 

（5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の契約は管理部で行われていま

すが、その種類および取引限度額は取締役会におい

て事前に決定されています。 

（5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しています。 

 なお、昭和39年４月より退職給与の50％を適格退職年金制度に移行しています。 

２．退職給付債務およびその内訳 

３．退職給付費用およびその内訳 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在）

(1）退職給付債務 △1,017百万円 △985百万円 

(2）年金資産 323百万円 331百万円 

(3）退職給付引当金(1)＋(2) △694百万円 △653百万円 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

(1）勤務費用等（純額） 3百万円 50百万円 

退職給付費用 3百万円 50百万円 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（繰延税金資産）    

貸倒引当金限度超過額 9百万円

未実現利益 89百万円

役員退職慰労引当金否認 114百万円

退職給付引当金限度超過額 280百万円

会員権評価損否認 32百万円

賞与引当金否認 36百万円

その他 59百万円

繰延税金資産 合計 624百万円

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 △64百万円

特別償却準備金 △4百万円

繰延税金負債 合計 △68百万円

繰延税金資産の純額 555百万円

（繰延税金資産）    

貸倒引当金限度超過額 5百万円

未実現利益 109百万円

役員退職慰労引当金否認 120百万円

退職給付引当金限度超過額 264百万円

会員権評価損否認 22百万円

賞与引当金否認 42百万円

その他有価証券評価差額金 69百万円

その他 60百万円

繰延税金資産 合計 695百万円

繰延税金資産の純額 695百万円

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれています。 

流動資産－繰延税金資産 91百万円 

固定資産－繰延税金資産 463百万円 

流動負債－繰延税金負債 －百万円 

固定負債－繰延税金負債 －百万円 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれています。 

流動資産－繰延税金資産 101百万円 

固定資産－繰延税金資産 594百万円 

流動負債－繰延税金負債 －百万円 

固定負債－繰延税金負債 －百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しています。 

法定実効税率 40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.3％

住民税均等割 0.5％

試験研究費の特別控除等 △0.4％

持分法利益 △1.3％

受取配当金消去に伴う影響 0.4％

欠損金子会社の未認識税務利益 △3.0％

連結子会社軽減税率 △2.1％

修正申告による影響 1.5％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.4％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮して、区分しています。 

２．各事業の主な内容 

（1）高純度薬品事業…高純度薬品の製造、販売 

（2）運輸事業…………化学薬品等の輸送、保管、通関業務など 

（3）その他事業………保険代理、自動車整備 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は256百万円であり、主なものは当社での長期投資資金

(投資有価証券および会員権)です。 

 
高純度薬品
事業 
（百万円） 

運輸事業
(百万円) 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高および営業損益            

売上高            

（1）外部顧客に対する売上高 16,554 3,262 138 19,954 － 19,954 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
661 5,350 152 6,165 (6,165) － 

計 17,216 8,613 290 26,120 (6,165) 19,954 

営業費用 15,001 8,089 270 23,361 (6,179) 17,182 

営業利益 2,214 524 19 2,758 13 2,772 

Ⅱ．資産、減価償却費および資

本的支出 
           

資産 20,923 7,435 90 28,448 (1,090) 27,357 

減価償却費 1,745 298 2 2,046 － 2,046 

資本的支出 1,366 2,659 － 4,026 － 4,026 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮して、区分しています。 

２．各事業の主な内容 

（1）高純度薬品事業…高純度薬品の製造、販売 

（2）運輸事業…………化学薬品等の輸送、保管、通関業務など 

（3）その他事業………保険代理、自動車整備 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は1,354百万円であり、主なものは当社での長期投資資

金(投資有価証券および会員権)です。 

４．事業区分の変更 

 化成品販売業を営む星青国際貿易（上海）有限公司の新規連結に伴い、当社グループの事業区分の見直し

を行った結果、事業の業績をより適切に反映する集計単位とするため、従来、運輸事業で集計していた化成

品販売業を、当連結会計年度より、高純度薬品事業へと事業区分の変更をしています。 

 なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分す

ると次のようになります。 

 
高純度薬品
事業 
（百万円） 

運輸事業
(百万円) 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高および営業損益            

売上高            

（1）外部顧客に対する売上高 18,005 3,763 148 21,917 － 21,917 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 3,077 157 3,235 (3,235) － 

計 18,005 6,840 306 25,153 (3,235) 21,917 

営業費用 15,227 6,457 280 21,966 (3,297) 18,668 

営業利益 2,777 383 26 3,187 62 3,249 

Ⅱ．資産、減価償却費および資

本的支出 
           

資産 24,997 7,531 106 32,636 1,036 33,673 

減価償却費 1,564 482 2 2,049 － 2,049 

資本的支出 5,604 1,105 0 6,709 － 6,709 



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮して、区分しています。 

２．各事業の主な内容 

（1）高純度薬品事業…高純度薬品の製造、販売 

（2）運輸事業…………化学薬品等の輸送、保管、通関業務など 

（3）その他事業………保険代理、自動車整備 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は256百万円であり、主なものは当社での長期投資資金

(投資有価証券および会員権)です。 

 
高純度薬品
事業 
（百万円） 

運輸事業
(百万円) 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高および営業損益            

売上高            

（1）外部顧客に対する売上高 16,554 3,262 138 19,954 － 19,954 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 2,881 152 3,033 (3,033) － 

計 16,554 6,143 290 22,988 (3,033) 19,954 

営業費用 14,265 5,693 270 20,230 (3,047) 17,182 

営業利益 2,288 450 19 2,758 13 2,772 

Ⅱ．資産、減価償却費および資

本的支出 
           

資産 20,957 7,052 90 28,099 (741) 27,357 

減価償却費 1,745 298 2 2,046 － 2,046 

資本的支出 1,366 2,659 － 4,026 － 4,026 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．区分に属する国または地域 

アジア諸国…………シンガポール、中国 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は256百万円で、主なものは当社での長期投資資金(投資

有価証券および会員権)です。 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．区分に属する国または地域 

アジア諸国…………シンガポール、中国 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は1,354百万円で、主なものは当社での長期投資資金(投

資有価証券および会員権)です。 

 
日本 

（百万円） 
アジア諸国
(百万円) 

計 
（百万円） 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高および営業損益          

売上高          

（1）外部顧客に対する売上高 19,327 627 19,954 － 19,954 

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
331 1,448 1,779 (1,779) － 

計 19,658 2,075 21,734 (1,779) 19,954 

営業費用 16,957 2,002 18,960 (1,777) 17,182 

営業利益 2,700 73 2,774 (2) 2,772 

Ⅱ．資産 23,918 4,743 28,661 (1,303) 27,357 

 
日本 

（百万円） 
アジア諸国
(百万円) 

計 
（百万円） 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高および営業損益          

売上高          

（1）外部顧客に対する売上高 21,281 636 21,917 － 21,917 

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
506 2,872 3,379 (3,379) － 

計 21,788 3,508 25,297 (3,379) 21,917 

営業費用 19,017 2,982 22,000 (3,331) 18,668 

営業利益 2,770 526 3,296 (47) 3,249 

Ⅱ．資産 28,070 4,898 32,969 703 33,673 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する主な国または地域 

（1）アジア諸国…………韓国、台湾、中国、マレーシア、香港、タイ、シンガポール他 

（2）北米…………………米国 

（3）欧州諸国……………ドイツ、イギリス他 

（4）その他の地域………オーストラリア 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する主な国または地域 

（1）アジア諸国…………韓国、台湾、中国、マレーシア、香港、タイ、シンガポール他 

（2）北米…………………米国 

（3）欧州諸国……………ドイツ、イギリス他 

（4）その他の地域………オーストラリア 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

  アジア諸国 北米 欧州諸国 その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 4,584 746 404 10 5,745 

Ⅱ．連結売上高（百万円）         19,954 

Ⅲ．海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
23.0 3.7 2.0 0.1 28.8 

  アジア諸国 北米 欧州諸国 その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 5,848 999 546 25 7,418 

Ⅱ．連結売上高（百万円）         21,917 

Ⅲ．海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
26.7 4.5 2.5 0.1 33.8 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（1）子会社等 

 （注）１．製品の販売は、すべて丸善薬品産業㈱を経由しています。 

２．上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれていま

す。 

（取引条件および取引条件の決定方針等） 

製品の販売については、市場価格からフェクト株式会社での製造・小分け等加工賃を差し引いて決定してい

ます。また、ロイヤリティの受取は対象製品の販売金額に一定の率を乗じたものです。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万ウォン) 
事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 

（百万円）
役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

関連会社 
フェクト

株式会社 

韓国忠清

南道公州

市 

3,200 

高純度薬品

の製造・販

売 

(所有) 

直接 39 
2 

当社製品

の販売お

よび商

品・材料

等の購入 

当社製品の

販売 
1,812 売掛金 167 

ロイヤリテ

ィの受取 
21 未収金 15 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（1）子会社等 

 （注）１．製品の販売は、主に丸善薬品産業㈱を経由しています。 

２．上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれていま

す。 

（取引条件および取引条件の決定方針等） 

製品の販売については、市場価格からフェクト株式会社での製造・小分け等加工賃を差し引いて決定してい

ます。また、ロイヤリティの受取は対象製品の販売金額に一定の率を乗じたものです。 

（１株当たり情報） 

 （注）１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 （注）２． １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万ウォン) 
事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 

（百万円）
役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

関連会社 
フェクト

株式会社 

韓国忠清

南道公州

市 

3,200 

高純度薬品

の製造・販

売 

(所有) 

直接 39 
2 

当社製品

の販売お

よび商

品・材料

等の購入 

当社製品の

販売 
2,404 売掛金 226 

ロイヤリテ

ィの受取 
56 未収金 27 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,056円14銭

１株当たり当期純利益 114円93銭

１株当たり純資産額      1,161円32銭

１株当たり当期純利益    146円83銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していません。 

 
前連結会計年度末 

 （平成18年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 14,914 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ 630 

 （うち少数株主持分） (－) (630) 

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
－ 14,284 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（千株） 
－ 12,299 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 1,435 1,805 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 22 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (22) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,413 1,805 

期中平均株式数（千株） 12,299 12,299 



⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,054 8,649 1.46 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,566 1,205 3.56 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,653 2,644 2.72 平成28年2月 

その他の有利子負債 － － － － 

計 9,273 12,499 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,045 669 315 146 



２【財務諸表等】 

（1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     725     422  

２．受取手形 ※７   1,678     1,614  

３．売掛金     3,024     3,612  

４．商品     75     121  

５．製品     673     500  

６．原材料     286     254  

７．仕掛品     451     340  

８．貯蔵品     83     76  

９．前払費用     76     86  

10．繰延税金資産     31     33  

11．未収消費税等     －     120  

12．その他     40     130  

貸倒引当金     △3     △3  

流動資産合計     7,141 40.4   7,309 31.4 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

（1）建物 ※４ 5,548     5,426    

減価償却累計額   2,771 2,777   2,847 2,578  

（2）構築物 ※４ 1,882     1,831    

減価償却累計額   1,372 509   1,416 414  

（3）機械及び装置   15,348     14,326    

減価償却累計額   12,300 3,048   11,987 2,338  

（4）車両運搬具   118     110    

減価償却累計額   93 25   86 24  

（5）工具器具及び備品   2,290     2,169    

減価償却累計額   1,907 383   1,837 331  

（6）土地 ※４   813     2,644  

（7）建設仮勘定     378     3,877  

有形固定資産合計     7,936 44.9   12,208 52.4 

２．無形固定資産              

（1）特許権     1     0  

（2）ソフトウェア     9     7  

（3）その他     8     8  

無形固定資産合計     19 0.1   16 0.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

（1）投資有価証券     245     1,343  

（2）関係会社株式 ※４   1,762     1,768  

（3）関係会社長期貸付金     137     99  

（4）長期前払費用     3     －  

（5）会員権     10     10  

（6）繰延税金資産     341     454  

（7）その他     126     83  

 貸倒引当金     △43     △0  

投資その他の資産合計     2,584 14.6   3,760 16.1 

固定資産合計     10,540 59.6   15,985 68.6 

資産合計     17,682 100.0   23,295 100.0 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形     635     710  

２．買掛金 ※６   767     1,020  

３．短期借入金     －     3,600  

４．１年以内に返済予定の
長期借入金 

※４   528     118  

５．未払金 ※６   514     857  

６．未払費用     8     27  

７．未払法人税等     440     437  

８．未払消費税等     39     －  

９．預り金     11     12  

10．設備支払手形     427     1,698  

11．その他     8     5  

流動負債合計     3,381 19.1   8,489 36.4 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金 ※４   283     165  

２．退職給付引当金     633     593  

３．役員退職慰労引当金     253     263  

４．その他     20     15  

固定負債合計     1,191 6.8   1,037 4.5 

負債合計     4,573 25.9   9,526 40.9 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   3,180 18.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   3,288     －    

資本剰余金合計     3,288 18.6   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   205     －    

２．任意積立金              

(1）特別償却準備金   13     －    

(2）別途積立金   4,900     －    

３．当期未処分利益   1,432     －    

利益剰余金合計     6,550 37.0   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    89 0.5   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △0 △0.0   － － 

資本合計     13,109 74.1   － － 

負債・資本合計     17,682 100.0   － － 

               

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   3,180 13.7 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     3,288     

資本剰余金合計      － －   3,288 14.1 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金         205     

(2）その他利益剰余金               

特別償却準備金   －     6     

別途積立金   －     5,700     

繰越利益剰余金   －     1,495     

利益剰余金合計      － －   7,407 31.8 

４．自己株式     － －   △0 △0.0 

株主資本合計      － －   13,875 59.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   △106 △0.5 

評価・換算差額等合計      － －   △106 △0.5 

純資産合計      － －   13,768 59.1 

負債純資産合計      － －   23,295 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※３            

１．製品売上高   14,284     15,846    

２．商品売上高   1,656 15,940 100.0 1,941 17,788 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３            

１．期首製品たな卸高   819     673    

２．期首商品たな卸高   55     75    

３．当期製品製造原価   8,751     9,969    

４．当期商品仕入高   1,484     1,728    

合計   11,111     12,446    

５．他勘定振替高 ※１ －     134    

６．期末製品たな卸高   673     500    

７．期末商品たな卸高   75 10,362 65.0 121 11,690 65.7 

売上総利益     5,577 35.0   6,097 34.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2，3            

１．販売手数料   0     0    

２．荷造・運搬費   1,858     2,029    

３．保管費   58     65    

４．広告宣伝費   24     12    

５．役員報酬   210     262    

６．給料・手当   169     207    

７．賞与   53     48    

８．貸倒引当金繰入額   1     －    

９．退職給付費用   －     13    

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

  34     30    

11．法定福利費   33     32    

12．福利厚生費   28     26    

13．租税公課   33     75    

14．消耗品費   6     7    

15．不動産賃借料   114     112    

16．修繕費   3     7    

17．交際費   22     14    

18．旅費交通費   28     63    

19．研究開発費   574     641    

20．減価償却費   17     17    

21．雑費   158 3,432 21.5 147 3,817 21.5 

営業利益     2,145 13.5   2,279 12.8 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   2     2    

２．受取配当金 ※３ 16     45    

３．受取賃貸料 ※３ 36     36    

４．為替差益   29     9    

５．ロイヤリティ収入 ※３ 21     56    

６．雑収入   36 142 0.9 41 191 1.1 

               

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   26     37    

２．雑損失   0 27 0.2 5 42 0.2 

経常利益     2,260 14.2   2,429 13.7 

               

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※４ 0     －    

２．貸倒引当金戻入益   － 0 0.0 1 1 0.0 

               

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産廃棄損 ※５ 147     130    

２．固定資産売却損 ※６ 15     －    

３．たな卸資産減耗損   －     162    

４．会員権評価損   6 169 1.1 － 292 1.7 

税引前当期純利益     2,092 13.1   2,138 12.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  852     881    

法人税等調整額   21 874 5.5 19 900 5.0 

当期純利益     1,217 7.6   1,237 7.0 

前期繰越利益     374        

中間配当額     159        

当期未処分利益     1,432        

               



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   4,246 48.3 5,462 55.4 

Ⅱ 労務費 ※１ 857 9.7 897 9.1 

Ⅲ 経費 ※２ 3,696 42.0 3,498 35.5 

当期総製造費用   8,801 100.0 9,858 100.0 

期首仕掛品たな卸高   401   451  

合計   9,203   10,309  

期末仕掛品たな卸高   451   340  

当期製品製造原価 ※３ 8,751   9,969  

           

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 労務費の主な内訳は、次のとおりです。 ※１ 労務費の主な内訳は、次のとおりです。 

給与・手当 586百万円 

賞与 156百万円 

給与・手当 574百万円 

賞与 164百万円 

法定福利費 97百万円 

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりです。 ※２ 経費の主な内訳は、次のとおりです。 

減価償却費 1,328百万円 

修繕費 442百万円 

容器包装費 367百万円 

業務委託費 519百万円 

減価償却費 1,112百万円 

修繕費 358百万円 

容器包装費 421百万円 

業務委託費 545百万円 

※３ 原価計算の方法 ※３ 原価計算の方法 

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価

計算を採用しています。 

同左 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月８日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     1,432 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

特別償却準備金取崩額   6 6 

合計     1,439 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金   209  

２．役員賞与金   －  

３．任意積立金      

別途積立金   800 1,009 

Ⅳ 次期繰越利益     430 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,180 3,288 3,288 205 13 4,900 1,432 6,550 △0 13,019 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △209 △209   △209 

剰余金の配当             △172 △172   △172 

当期純利益             1,237 1,237   1,237 

特別償却準備金の取崩
（注） 

        △6   6 －   － 

別途積立金の積立（注）           800 △800 －   － 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △6 800 63 856 － 856 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,180 3,288 3,288 205 6 5,700 1,495 7,407 △0 13,875 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

89 89 13,109 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △209 

剰余金の配当     △172 

当期純利益     1,237 

特別償却準備金の取崩
（注） 

    － 

別途積立金の積立（注）     － 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△196 △196 △196 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△196 △196 659 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

△106 △106 13,768 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準およ

び評価方法 

（1）子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法によってい

ます。 

（1）子会社株式および関連会社株式 

同左 

  （2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等にもとづ

く時価法によっています。 

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等にもとづ

く時価法によっています。 

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

います。 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

および評価方法 

時価法によっています。 同左 

３．たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

総平均法による原価法によっています。 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

機械及び装置 

定額法によっています。 

なお、主な耐用年数は６年です。 

（1）有形固定資産 

機械及び装置 

同左 

  その他の有形固定資産 

定率法によっています。 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用して

います。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。 

 建物    10～40年 

その他の有形固定資産 

同左 

  少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却

によっています。 

少額減価償却資産 

同左 

  （2）無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)にもとづいています。 

（2）無形固定資産 

同左 

  （3）長期前払費用 

定額法によっています。 

（3）    ──────  

５．外貨建の資産および負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上していま

す。 

（1）貸倒引当金 

同左 

  （2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額にもとづき計

上しています。 

（2）退職給付引当金 

同左 

  （3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規にもとづく期末要支給額を

計上しています。 

（3）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。為

替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を満たしている場合には

振当処理によっています。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

通貨スワップ取引 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象 

長期借入金 

 

  （3）ヘッジ方針 

外貨建借入金の為替変動リスクをヘ

ッジしています。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

  （4）ヘッジ有効性評価の方法 

相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価していま

す。 

ただし、振当処理によっている通貨

スワップについては、有効性の評価

を省略しています。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しています。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

──────  

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号）を適用しています。 

これによる影響はありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しています。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 授権株式数および発行済株式総数 ※１        ──────  

授権株式数 普通株式 40,000千株 

発行済株式総数 普通株式 12,300千株 

 

※２ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式120株で

す。 

※２        ──────  

 ３ 関係会社の金融機関からの借入金に対して次のと

おり債務保証を行っています。 

 ３ 関係会社の金融機関からの借入金に対して次のと

おり債務保証を行っています。 

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD  3,291百万円 STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD  3,019百万円 

※４ 担保に供されている資産およびこれに対応する債

務 

※４ 担保に供されている資産およびこれに対応する債

務 

担保に供されている資産 担保に供されている資産 

関係会社株式 802百万円 

建物   1,171百万円 

構築物  382百万円 

土地 596百万円 

計  2,952百万円 

  (  2,150百万円)

関係会社株式 802百万円 

建物     1,086百万円 

構築物     308百万円 

土地    596百万円 

計     2,794百万円 

  (  1,991百万円)

対応する債務 対応する債務 

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
110百万円 

長期借入金    275百万円 

計  385百万円 

  [    938百万円]

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
   110百万円 

長期借入金       165百万円 

計     275百万円 

  [    719百万円]

 注．( )は、子会社STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE  

LTDの借入金に対し、物上保証として担保に供して

いる資産価額であり、内数で表示しています。

[ ]は物上保証として担保に供している資産価額

に対応する子会社STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE  

LTDの借入金であり、外数で表示しています。 

 注．( )は、子会社STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE  

LTDの借入金に対し、物上保証として担保に供して

いる資産価額であり、内数で表示しています。

[ ]は物上保証として担保に供している資産価額

に対応する子会社STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE  

LTDの借入金であり、外数で表示しています。 

 ５ 有価証券の時価評価により、純資産額が89百万円

増加しています。なお、当該金額は商法施行規則

第124条第３号の規定により、配当に充当すること

が制限されています。 

 ５        ──────  

※６ 関係会社に係る注記 ※６ 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

買掛金 383百万円 

未払金 253百万円 

買掛金 527百万円 

未払金 277百万円 

※７         ―――――― ※７ 期末日満期手形 

      期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしています。なお、当期

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれています。 

       受取手形    179百万円 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１        ──────  ※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

特別損失への振替高 134百万円 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 574百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 641百万円 

※３ 関係会社にかかる注記 ※３ 関係会社にかかる注記 

各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

なお、売上原価と販売費及び一般管理費の中に

は、関係会社との取引に係るものが5,559百万円含

まれています。 

営業外収益・受取賃貸料 26百万円 

営業外収益・受取配当金 15百万円 

なお、売上原価と販売費及び一般管理費の中に

は、関係会社との取引に係るものが7,152百万円含

まれています。 

売上高 2,446百万円 

営業外収益・受取賃貸料 26百万円 

営業外収益・受取配当金 32百万円 

営業外収益・ロイヤリティ収入 56百万円 

※４ 固定資産売却益の内訳は、車両運搬具0百万円等で

す。 

※４        ──────  

※５ 固定資産廃棄損の内訳は、機械及び装置139百万円

等です。 

※５ 固定資産廃棄損の内訳は、機械及び装置95百万円

等です。 

※６ 固定資産売却損の内訳は、土地・建物15百万円等

です。 

※６        ──────  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 120 － － 120 

合計 120 － － 120 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当事業年度（自 平成18年４月１日 至 

平成19年３月31日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

（百万円） 

減価償却

累計額相

当額 

（百万円） 

期末残高

相当額 

（百万円）

車両運搬具 394 182 212 

工具器具及び備品 733 264 468 

合計 1,128 447 681 

 

取得価額

相当額 

（百万円）

減価償却

累計額相

当額 

（百万円） 

期末残高

相当額 

（百万円）

車両運搬具 326 164 162 

工具器具及び備品 1,025 217 808 

合計 1,352 381 970 

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 130百万円 

１年超 700百万円 

合計 830百万円 

１年以内 167百万円 

１年超 803百万円 

合計 970百万円 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 305百万円 

減価償却費相当額 149百万円 

支払利息相当額 201百万円 

支払リース料 359百万円 

減価償却費相当額 137百万円 

支払利息相当額 221百万円 

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。 

同左 

 (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっています。 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（繰延税金資産）    

退職給付引当金否認 257百万円

役員退職慰労引当金否認 103百万円

会員権評価損否認 32百万円

その他 44百万円

繰延税金資産 合計 438百万円

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 △61百万円

特別償却準備金 △4百万円

繰延税金負債 合計 △66百万円

繰延税金資産の純額 372百万円

（繰延税金資産）    

退職給付引当金否認 241百万円

役員退職慰労引当金否認 107百万円

会員権評価損否認 22百万円

その他有価証券評価差額金 73百万円

その他 43百万円

繰延税金資産 合計 488百万円

繰延税金資産の純額 488百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しています。 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 （注）２． １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,065円79銭

１株当たり当期純利益 99円02銭

１株当たり純資産額      1,119円43銭

１株当たり当期純利益   100円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していません。 

 
前連結会計年度末 

 （平成18年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 13,768 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
－ 13,768 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（千株） 
－ 12,299 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 1,217 1,237 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,217 1,237 

期中平均株式数（千株） 12,299 12,299 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

日本ケミカルリサーチ㈱ 2,200,000 1,122 

住友信託銀行㈱ 61,510 75 

㈱ミレアホールディングス 15,670 68 

㈱りそなホールディングス 108,497 34 

アドバンストキャパシタテクノロジーズ㈱ 1,000 30 

関東電化工業㈱ 10,000 6 

ヤスハラケミカル㈱ 2,880 2 

㈱ユー・シー・エム・ティー 30 1 

セイブ化成㈱ 13,200 1 

その他（３銘柄） 18,300 1 

計 2,431,087 1,343 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円） 

有形固定資産              

建物 5,548 3 125 5,426 2,847 188 2,578 

構築物 1,882 3 54 1,831 1,416 88 414 

機械及び装置 15,348 166 1,189 14,326 11,987 782 2,338 

車両運搬具 118 9 17 110 86 9 24 

工具器具及び備品 2,290 87 208 2,169 1,837 128 331 

土地 813 1,831 － 2,644 － － 2,644 

建設仮勘定 378 5,613 2,114 3,877 － － 3,877 

有形固定資産計 26,381 7,714 3,709 30,386 18,177 1,196 12,208 

無形固定資産              

特許権 8 － － 8 7 1 0 

ソフトウェア 21 2 － 23 16 4 7 

その他 10 － － 10 2 0 8 

無形固定資産計 40 2 － 42 26 5 16 

長期前払費用 3 － 3 － － － － 

繰延資産 － － － － － － － 

土地 三宝工場土地取得 1,831百万円

建設仮勘定 三宝工場土地取得 1,641百万円

  三宝工場PAS-Ⅳ建屋 639百万円

  三宝工場PAS-Ⅳ超純水製造設備 194百万円

  三宝工場アンモニア吸水式冷凍機 89百万円

  三宝工場PAS-Ⅳ精留設備 89百万円

  三宝工場ターボ冷凍機 86百万円



    ２．当期減少額のうち主なものは次のとおりです。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額および回収額です。 

機械及び装置 泉工場μＸＬ制御システム 53 百万円

  三宝工場９号吸水塔 47 百万円

  泉工場連続式プッシャー炉 33 百万円

  三宝工場希釈装置 31 百万円

  三宝工場リボイラー 29 百万円

  三宝工場自動倉庫設備 25 百万円

  三宝工場電槽 22 百万円

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 47 3 41 5 3 

役員退職慰労引当金 253 30 20 － 263 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金  

当座預金 97 

普通預金 312 

別段預金 0 

郵便貯金 9 

小計 419 

合計 422 

相手先 金額（百万円） 

ダイキン工業㈱ 255 

富山薬品工業㈱ 192 

セイブ化成㈱ 178 

早川商事㈱ 169 

東鉱商事㈱ 153 

その他 664 

合計 1,614 

期日別 金額（百万円） 

平成19年３月満期 179 

    ４月 〃 438 

     ５月 〃 404 

     ６月 〃 369 

     ７月 〃 205 

     ８月 〃 17 

合計 1,614 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれています。 

④ 商品 

相手先 金額（百万円） 

関東化学㈱ 431 

丸善薬品産業㈱ 393 

㈱東芝 255 

三菱化学㈱ 254 

早川商事㈱ 228 

その他 2,048 

合計 3,612 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

 × 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

3,024 18,650 18,062 3,612 83.3 64.9 

品名 金額（百万円） 

フッ化アルミニウム 15 

酸性フッ化アンモニウム 15 

酒石酸カリウムナトリウム 7 

フッ化リチウム 6 

その他 76 

合計 121 



⑤ 製品 

⑥ 原材料 

⑦ 仕掛品 

⑧ 貯蔵品 

品名 金額（百万円） 

半導体装置用フッ化物（高純度フッ化カルシウム等） 196 

触媒用フッ化物（三フッ化ホウ素等） 54 

半導体・液晶用フッ化水素酸 42 

六フッ化リン酸リチウム 31 

フッ化水素酸 14 

その他 159 

合計 500 

品名 金額（百万円） 

無水フッ化水素酸 62 

硝酸カルシウム 61 

高純度リチウム 26 

五塩化リン 17 

タングステン粉 14 

その他 72 

合計 254 

品名 金額（百万円） 

半導体装置用フッ化物（高純度フッ化カルシウム等） 106 

無水フッ化水素酸 75 

触媒用フッ化物（三フッ化ホウ素等） 26 

六フッ化リン酸リチウム 26 

半導体・液晶用フッ化水素酸 16 

その他 88 

合計 340 

品名 金額（百万円） 

包装資材 51 

修繕部品 25 

合計 76 



⑨ 関係会社株式 

⑩ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD 802 

ブルーエキスプレス㈱ 454 

浙江瑞星フッ化工業有限公司 361 

フェクト㈱ 150 

合計 1,768 

相手先 金額（百万円） 

北作商事㈱ 171 

コダマ樹脂工業㈱ 71 

本荘ケミカル㈱ 53 

豊田通商㈱ 49 

セイブ化成㈱ 42 

その他 323 

合計 710 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月満期 185 

     ５月 〃 203 

     ６月 〃 181 

     ７月 〃 118 

     ８月 〃 21 

合計 710 



⑪ 買掛金 

⑫ 短期借入金 

⑬ 設備支払手形 

(イ）相手先別明細 

(ロ）期日別明細 

相手先 金額（百万円） 

ブルーエキスプレス㈱ 403 

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD 123 

TECHNO SEMICHEM CO.,LTD 73 

北作商事㈱ 73 

関東化学㈱ 50 

その他 296 

合計 1,020 

相手先 金額（百万円） 

住友信託銀行㈱ 1,300 

㈱みずほ銀行 1,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 500 

㈱りそな銀行 400 

㈱三井住友銀行 400 

合計 3,600 

相手先 金額（百万円） 

出光エンジニアリング㈱ 216 

宝産業㈱ 204 

東興鉛鉄工業㈱ 187 

平野整機工業㈱ 177 

ニチアス㈱ 151 

その他 760 

合計 1,698 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月満期 288 

     ５月 〃 601 

     ６月 〃 270 

     ７月 〃 191 

     ８月 〃 346 

合計 1,698 



（3）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 
大阪証券取引所の定める単元株式数当たりの売買委託手数料を買取株式

数で按分した額。 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.stella-chemifa.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

（1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第63期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月９日近畿財務局長に提出 

（2）半期報告書 

（第64期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月20日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月８日

ステラケミファ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 重松 孝司  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村  豊   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているステラ

ケミファ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステ

ラケミファ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月14日

ステラケミファ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 早川 芳夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村  豊   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているステラ

ケミファ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステ

ラケミファ株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月８日

ステラケミファ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 重松 孝司  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村  豊   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているステラ

ケミファ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラケ

ミファ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月14日

ステラケミファ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 早川 芳夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松村  豊   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているステラ

ケミファ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラケ

ミファ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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